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Ⅰ　は じ め に─本稿の課題
　2012 年（平成 24 年） 2 月 20 日，最高裁判所（最高裁）第一小法廷は，多摩談合（新井
組）審決取消請求事件において，公正取引委員会（公取委）が事業者に課徴金の納付を
命じた審決（本件審決）を取り消した原審東京高裁判決を破棄する判決を下した（以下「多
摩談合事件最高裁判決」という。）1）。最高裁は，多摩談合事件最高裁判決において，独占
禁止法（独禁法） 2条 6項の規定が定める不当な取引制限について，1984 年（昭和 59 年）
の石油カルテル（価格協定）刑事事件以来，ほぼ 30 年ぶりにその解釈を示した。また，
石油カルテル事件が価格カルテル事件であったのに対して，本件は，入札談合事件であ
り，入札談合行為に即して不当な取引制限の要件について判断を示したもので，その点
において意義を有する判決である。
　多摩談合事件最高裁判決については，すでに多くの評釈が公表されている（本文末尾
に掲載）。しかし，判決の意義およびその射程について，捉え方は必ずしも一致してい
ない。従来の判決や審決によって確立されてきたとされる基本的な判断枠組みを追認す
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るものと捉える見解2）がある一方で，従来の判決・審決および学説によっては唱えら
れてこなかった「先進的解釈」を示す判決と捉える見解3）もある。これらの見解が前
提としている従来の判例・学説が，入札談合に即して不当な取引制限の要件をどのよう
に解釈していたかについての理解が異なっているようにも思われる。
　本稿は，⑴多摩談合事件最高裁判決の内容および構造を分析し，⑵従来の判例・学説
が，入札談合に即して，不当な取引制限の要件をどのように理解してきたか確認し，⑶
判決が従来の判例・学説を追認するものか，あるいは先進的解釈を示したものかを検討
する。これらの検討を通して，入札談合に即して，不当な取引制限の意義ないしその要
件について考察する。検討に際しては，米国反トラスト法における取引制限の法理を比
較参照することとする。
Ⅱ　行為要件について
　これまで，不当な取引制限は，①事業者が，②他の事業者と共同して，③相互にその
事業活動を拘束し又は遂行することにより，④公共の利益に反して，⑤一定の取引分野
における競争を実質的に制限すること，の各要件を充足したときに成立するとされてき
た。①～③が行為要件，④～⑤が効果要件とされる4）。本件における公取委の上告受理
申立て理由書もこのように解している5）。
　多摩談合事件最高裁判決は，独禁法 2条 6項の不当な取引制限の行為要件について，
つぎのように判示する。すなわち，「本件基本合意は，……各社が，話合い等によって
入札における落札予定者および落札予定価格をあらかじめ決定し，落札予定者の落札に
協力するという内容の取決めであり，入札参加事業者又は入札参加 JV のメインとなっ
た各社は，本来的には自由に入札価格を決めることができるはずのところを，このよう
な取決めがされたときは，これに制約されて意思決定を行うことになるという意味にお
いて，各社の事業活動が事実上拘束される結果となることは明かであるから，本件基本
合意は，法 2条 6項にいう『その事業活動を拘束し』の要件を充足するものということ
ができる。そして，本件基本合意の成立により，各社の間に，上記の取決めに基づいた
行動をとることを互いに認識し認容して歩調を合わせるという意思の連絡が形成された
ものといえるから，本件基本合意は，同項にいう『共同して……相互に』の要件も充足
する。」と（下線は，筆者［金井］が付した）。
　不当な取引制限の要件については，独禁法 2条 6項の規定の文言から，通常は，「共
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同して」の要件からはじめるところを，多摩談合事件最高裁判決は，まず「事業活動の
拘束」の解釈を述べる。その内容は，本件のような入札談合における基本合意は，入札
価格の自由な意思決定を制約するという意味において参加者の事業活動を事実上拘束す
る結果となるから「その事業活動を拘束し」の要件を充足するというものである。この
判示部分をどのように理解したらよいのかについて捉え方が分かれている。項を改めて
論じることとする。判決は，つぎに，「共同して」の要件について，「本件基本合意の成
立により，各社の間に，上記の取決めに基づいた行動をとることを互いに認識し認容し
て歩調を合わせるという意思の連絡が形成されたものといえるから，本件基本合意は，
同項にいう『共同して……相互に』の要件も充足する。」と判示する。ここで述べられ
ている「意思の連絡」の意義は，東芝ケミカル審決取消請求事件東京高裁判決と同じで
ある6）。東芝ケミカル事件は，価格カルテル事件であるが，入札談合の場合も同じよう
に解している。
　多摩談合事件最高裁判決が従来の判例・学説と異なるのは，次の点である。従来の判
例・学説は，不当な取引制限の要件について，独禁法 2条 6項の規定の文言から，「共
同して」を行為の共同性の要件，「相互に事業活動を拘束又は遂行し」を行為の態様に
関する要件と解してきた7）。これに対して多摩談合事件最高裁判決は，「相互に」の文
言を「共同して」と結び付けて「共同して……相互に」とし，「事業活動の拘束」には
係らないようにしている。この点については，本判決以前に，「共同して相互に」を意
思の連絡の問題，「事業活動を拘束し」の部分をいかなる内容の拘束（制約）かという
問題として整理すべきであるとする見解8）が唱えられており，本判決はこの見解に沿っ
た構成をとっている。
　多摩談合事件最高裁判決は，前述したように，独禁法 2条 6項の規定のうち「その事
業活動を拘束し」の要件について判示している。この判示部分をどのように理解するか
捉え方が分かれている。第一の捉え方は，合意の拘束力について，参加者の価格決定
等の事業活動上の自由な決定に対して強い制約を課するものである必要はなく，「事実
上」拘束していれば足りるとの解釈を示したと捉える見解である9）。この捉え方は，本
件の原審・東京高判平 22・ 3 ・19 10）が，本件基本合意の当事者（及び協力者）が受注希
望者が受注できるように，受注希望者の落札を妨害する行為はしないという「共通認識
があったという程度のものにすぎず，この程度の認識を建設業者らが有していたことを
もって直ちに自由で自主的な営業活動上の意思決定を将来にわたって拘束するほどの合
意の成立があったと断ずることができるのか甚だ疑問というべきである」と判示してい
たことに応えたものと捉えるものである 11）。すなわち，事業活動に対する拘束の程度
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は，契約のような法的拘束力まで必要とするものではなく，事実上拘束されていれば足
りると判示して，この点についての原審・東京高裁判決を否定したと 12）。このように
捉えることができることについては，異論はないと思われる。
Ⅲ　取引（事業活動）の制限
1．入札談合の「相互拘束」該当性
　多摩談合事件最高裁判決は，「事業活動の拘束」の要件について，上記のように合意
の拘束力について述べたにすぎないのか。再度，判決文の該当箇所を引用すると，「本
来的には自由に入札価格を決めることができるはずのところを，このような取決めがさ
れたときは，これに制約されて意思決定を行うことになるという意味において，各社の
事業活動が事実上拘束される結果となる」と述べている。入札談合は，入札価格の自由
な決定を制約するという点において事業活動を拘束するものであると述べ，合意の拘束
力ではなく，入札談合が「どのような事業活動」を制限しているかに着目した判断を述
べているとみることもできる 13）。詳しく論述することにしよう。
　これまで入札談合の「相互拘束」該当性について，どのように理解されてきたか。典
型的な理解は，京都市舗装工事事件・審判審決平 16・ 9 ・17 14）のつぎのような捉え方
である。すなわち，「本件基本合意は，入札に当たり，受注予定者を決定し，受注予定
者が受注できるようにするとの内容であり，合意への参加事業者は，いずれも，自己が
受注を希望する物件については受注希望を表明し，必要に応じ話合いを行って，受注予
定者を決定し，自己が受注予定者となった場合には相指名業者の協力を得て受注し，ま
た，自己が受注予定者とならなかった場合には受注予定者が受注できるよう協力するこ
ととしていたのであるから，相互にその事業活動を拘束し，受注をめぐる競争を回避し
ていたことにほかならない。」と（下線は，筆者［金井］が付した）。このような捉え方を，
「貸し借り関係」的構成と呼んでおく。貸し借り関係的構成は，この審決以前に，福岡
市造園工事事件・審判審決平 13・ 9 ・12 15）にもみられる。この構成は，基本合意が，
特定の発注者が一定期間継起的に入札に付する物件を，参加者の間で均等に受注する機
会を保証するルールを合意するものである場合には，「相互に事業活動を拘束し」の要
件を充足する。
　本件審決も本件基本合意を貸し借り関係的構成で捉えている。すなわち，33 社は，「本
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件対象期間中，34 物件について，現に，本件基本合意に沿って，受注予定者を決定し，
かつ，受注予定者として他の違反行為者の協力を受け，又は受注予定者が受注できるよ
う協力していた事実が認められる。これらによれば，33 社は，①自社が受注意欲や関
連性を有するときは他の違反行為者が協力すべきこと及び②他の違反行為者が受注意欲
や関連性を有するときは自社が協力すべきことを相互に認識・認容していたことを優に
認めることができ，本件基本合意の存在が認められる。」と。
　しかし，貸し借り関係的構成には，つぎのような問題がある。すなわち，自らは受注
予定者となることがなく，他の事業者が受注予定者として落札できるよう協力するだけ
の事業者については，拘束の相互性がないとして違反行為者に問えない。この点が問題
となった福岡市造園工事事件において審決は，貸し借り関係が認められる事業者のみを
違反行為者とし，一方的に協力するだけの事業者は「相互拘束」に該当しないとして
違反行為者としなかった 16）。違反行為者とすべきであったと批判されている 17）。この
問題がより明白になるのが四国ロードサービス事件・勧告審決平 14・12・ 4 である 18）。
この事件は，合意参加者 4社のうち特定の 1社が常に受注予定者となり，他の 3社は常
に協力するのみで受注予定者となることがない事案であった。このため，相互拘束を貸
し借り関係で捉えると相互拘束の要件を充足しないことになり，不当な取引制限自体が
成立しないことになってしまう。このような不合理な結果を回避するために，貸し借り
関係をより広く捉え，将来貸しを返してもらう（協和エクシオ事件 19）），別の市場におい
て貸しを返してもらう（福岡市造園土木工事事件），落札に協力した替わりに仕事を回し
てもらう（社会保険庁シール談合事件 20））場合にも相互拘束に当たるとの解釈がなされて
きた 21）。四国ロードサービス事件のように常に特定の 1社が受注する場合には，相互
拘束の要件には該当しないとして，共同遂行で捉えるべきとする見解 22）や支配型私的
独占と捉えるべきとする見解 23）が唱えられてきた。
　上記のような入札談合の場合に，相互拘束を貸し借り関係で捉えない見解も主張され
ている。四国ロードサービス事件の担当官解説は，「中国地区 3社は，四国支社発注物
件については受注しないとの制約を受けており，他方，四国ロードサービスは，自らの
事業活動を四国支社発注物件に限定しつつ，当該物件については自社が必ず受注すると
いう，事業者にとって本来あるべき事業活動からみれば，それが制約されていること」
と構成して「相互拘束」に該当するとしている 24）。さらには，上記のような相互拘束
該当性の議論に拘泥することには意味がないとして，合意ないし意思の連絡があればほ
とんど例外なく相互拘束が成立すると解すればよいとの見解も主張されている 25）。
　多摩談合事件最高裁判決が，本件基本合意は，入札価格の自由な決定を制約するとい
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う点において「事業活動を拘束し」に該当すると判示したのは，単に合意の拘束力の程
度についてのみ述べたのではなく，従来の基本合意の相互拘束該当性をめぐる議論に
終止符を打つ意味を有していると解することができる 26）。この点について，議論が迂
遠な回路を経ることになるが，少し根本的な問題に立ち返って考えてみることとした
い 27）。
2 ．「取引（事業活動）の制限」該当性
　独禁法 2条 6項の規定が定める不当な取引制限は，米国反トラスト法上の取引制限
（restraint of trade）に由来する。シャーマン法 1条の規定は，取引を制限する「すべて
の」共同行為（合意）を違法とすると定めているが，判例により不合理な（unreasonable）
制限のみ違法とされる。シャーマン法 1条違反が成立するには，⑴合意が存在するこ
と，⑵合意が取引を制限するものであること，および⑶取引の制限が不合理である
（unreasonable）ことの各要件を充足する必要がある 28）。わが国では，不当な取引制限の
要件として，⑵の合意が取引を制限するものであることがあげられることはない。しか
し，要件として掲げる必要性が顕在化しないだけであって，わが国でも要件として掲げ
る必要があるように思われる。米国で問題となる事例に即して説明する。
　米国では，共同行為の当事者が非営利団体（nonproﬁt entities）であるという理由で反
トラスト法の適用が除外されることはない。この点は日本の独禁法も同じである。しか
し，営利団体，非営利団体を問わず非商業的行為（noncommercial transactions）について
は，反トラスト法の規定は適用されないとされている。例えば，大学の入学許可者への
奨学金の給与について，米国東部のいわゆるアイビーリーグに属する名門大学と MIT
が，対象者，金額の算定方法等について協定した行為にシャーマン法 1条が適用される
かが問題となった United States v. Brown University 事件において，第 3巡回区控訴裁判
所は，入学許可者に対する奨学金の給与は，教育サービスを提供することの対価である
学費の設定の一部に当たるとの理由で「商業的行為」に当たるとしてシャーマン法 1条
の規定を適用している 29）。他方，営利目的で事業を行っている事業者であっても，チャ
リティ活動，福利厚生活動等を，他の事業者と共同して行ってもシャーマン法 1条の規
定は適用されない。これらの非商業的行為に係る共同行為は，シャーマン法 1条の「取
引（trade or commerce）を制限すること」という要件に該当しないからである 30）。
　非商業的行為に対して反トラスト法は適用されないとの取扱いは，日本の独禁法の適
用においても同じと考えられるが，どの要件でみるのであろうか。わが国では，政府・
入札談合の不当な取引制限該当性
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地方公共団体等の非営利団体であっても独禁法上の事業，すなわち「なんらかの経済的
利益の供給に対応し反対給付を反復継続して受ける経済活動」31）について，独禁法が
定める違反行為類型に該当する行為を行えば独禁法の適用があることについては異論が
ない。これに対して，独禁法上の「事業者」に当たる主体がチャリティ活動や福利厚生
活動を他の事業者と共同して行った場合には，独禁法の規定は適用されないということ
になろう。実際に問題となった事例では，2012 年に，プロ野球の新人選手の契約金の
上限を，12 球団で共同して取り決める，あるいは球団を構成員とするプロ野球組織が
決定することが独禁法違反になるかがマスコミ等で取り上げられた。当時の公取委・事
務総長は定例会見において，「選手と球団の，いわゆる野球選手契約については，……
一種の雇用契約に類する契約と考えられるので，……独禁法上の取引に直ちに該当する
ものとは解されないので，独禁法上問題となるとは言い難いと従来から考えてきてい
る」（下線は筆者［金井］が付した。）と回答している 32）。回答の是非は別として，共同行
為 = 合意の内容が，独禁法上の取引に該当するか否かが問題とされている。独禁法 2
条 6項の規定で言えば，取引の制限（「事業活動の拘束」）に当たらないということになろ
う 33）。
　わが国においては，不当な取引制限の要件として「取引の制限」があげられることが
ない。唯一といってもよい例外が，今村成和博士の学説である（以下「今村説」という。）。
今村説は，不当な取引制限の成立要件として，①事業者の共同行為であること，②共同
行為の態様は，相互拘束（・遂行）であること，③共同行為の内容は，事業活動の制限（に
よる競争の制限）であること，これらの要件に該当する共同行為が，さらに，④公共の
利益に反して，⑤一定の取引分野における競争を実質的に制限することをあげる（下線
は，筆者［金井］が付した）34）。共同行為の内容について，「『対価を決定し，維持し，若
しくは引き上げ，又は数量，技術，製品，設備若しくは取引先の相手方を制限する等』
当事者間の競争を制限することとなるような，事業活動の相互拘束はすべて含まれる」
としている 35）。
　現在，不当な取引制限の要件について，共同行為の内容が，事業活動の制限（による
競争の制限）であること，があげられることはない。その理由はよく分からないが，共
同行為の本質論と関係しているように思われる。共同行為の本質をどのように捉えるか
については，今村説が，共同行為の参加者の内部的な競争回避行動と捉えていたのに対
して，もっぱら行為の共同性にこそその本質があるとする見解が主流をなすに至ってい
る。実方謙二名誉教授の学説が大きな影響を与えていると思われる 36）。要するに，不
当な取引制限とは，共同して競争制限する行為であって，その手段行為がどのような行
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為かを問題にする必要はないと理解するものである 37）。このような理解が主流になる
に至ったのは，わが国に特有の「相互拘束」要件をめぐって，独禁法 2条 6項の「事業
者」の範囲，拘束の相互性・共通性をめぐる問題について議論することには意味がない
とする見方が底流にあると思われるが，共同行為の内容が「事業活動の制限（による競
争の制限）であること」は，その議論とは関係がなく，やはり不当な取引制限の成立に
必要であろう。
3．入札談合の取引制限該当性
　独禁法 2条 6項の規定は，事業活動の制限については，「対価を決定し，維持し，若
しくは引き上げ，又は数量，技術，製品，設備若しくは取引の相手方を制限する等」と
価格，数量等の制限を例示的に列挙している。この規定に列挙されている制限は，同法
旧 4条 1項の規定に定められていた行為である。旧 4条の規定は，同条 2項が「前項の
規定は，一定の取引分野における競争に対する当該共同行為の影響が問題とする程度に
至らないものである場合には，これを適用しない。」と定めていたことから，影響が軽
微な場合を除いて，特定の共同行為を，米国反トラスト法にいう当然違法の取扱いをす
る趣旨で設けられていたと解されている 38）。他方，原始独禁法において，不当な取引
制限を定めていた旧 2条 4項は，その意義について，「不当な取引制限とは，事業者が，
契約，協定その他何らの名義を以てするかを問わず，他の事業者と共同して相互にその
事業活動を拘束し，又は遂行することにより，公共の利益に反して，一定の取引分野に
おける競争を実質的に制限することをいう」と定めて，いわゆる合理の原則によって判
断されるものと捉えられていた 39）。
　1953 年（昭和 28 年）の独禁法改正により，旧 4条の規定が削除され，同条に定めら
れていた特定の共同行為が， 2条 6項の規定に挿入されて，現行の 2条 6項の規定に
なった。改正の趣旨は，旧 4条に定められていた共同行為について，それらの制限が競
争に影響がない場合もあることから，それらの行為を当然違法のように取り扱うことが
適当でないと考えられたことにある 40）。1953 年（昭和 28 年）改正によって旧 4条が削
除された経緯からすれば，現行の 2条 6項の規定からは，「公共の利益に反して一定の
取引分野における競争を実質的に制限すること」の要件を充足した場合にはじめて不当
な取引制限が成立するから，当然違法の取扱いは，規定上は，出てこない。
　共同行為の内容が，取引（「事業活動」）を制限するものであることに加えて，競争を
制限するものであることが必要である。取引の制限であっても競争制限をもたらすもの
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でなければ，規制の対象とはならない。取引制限該当性の判断は，一定の取引分野にお
ける競争の実質的制限の判断と不可分だから一体的に検討されることになろう 41）。
　どのような取引の制限が競争を制限するのかが問題となるが，この点については， 2
条 6項の規定が手がかりを与えている。 2条 6項の規定が列挙する制限は競争制限をも
たらすおそれがあるといえるが，競争に及ぼす影響は，価格や数量を制限する共同行為
と技術や製品を制限する共同行為を比べてみれば分かるように，制限の内容によって違
いがある。学説は，制限する事業活動に即して，共同行為をハードコア・カルテルと非
ハードコア・カルテルに大別し，競争者間での価格カルテル，数量制限カルテル，市場
分割を含む取引先制限カルテル，入札談合等は前者に分類され，共同生産，共同研究開
発等が後者の非ハードコア・カルテルに分類される。両者を区別する意義は，競争制限
効果の認定において，ハードコア・カルテルに分類される共同行為については，その存
在から直ちに競争制限効果を認定することができるのに対して，非ハードコア・カルテ
ルについては，市場を画定し諸事情を考慮して競争制限効果の有無を判断しなければな
らない 42）。米国反トラスト法においては，共同行為の競争制限効果の判断に際して当
然違法と合理の原則のいずれかの基準が用いられる。当然違法原則が適用される行為に
ついては，制限された取引に係る市場の分析，競争制限効果の検討および行為の目的の
考慮等は行わずに，競争を不合理に制限するものと認定される 43）。現在，競争者間の
あからさまな価格協定，競争者間の市場分割協定，入札談合等が当然違法として扱われ
ている 44）。
　入札は，入札に参加する事業者間での競争を通じて落札者や落札価格等を決定しよう
とする制度である。入札談合は，参加事業者があらかじめ受注予定者や最低入札価格等
を決定することによって入札によって発注される商品又は役務の取引に係る競争を制限
するものである 45）。入札談合には，取引の相手方となる受注予定者を決定するという
側面と，入札価格を決定するという側面とがある。これまでは，どちらかというと，受
注予定者決定の側面が強調されて，入札談合は取引の相手方を制限する行為と捉えられ
てきた。入札談合を取引先の制限と捉える見方は，入札談合は，参加者の間での受注機
会の均等化によって，参加者間でのお互いの協力が保証され，前述した「貸し借り関係」
が形成され，そのような関係が，相互に事業活動を拘束するとの理解として定着したも
のと思われる。しかし，入札談合もその内容は様々で，上記のように貸し借りの関係に
あてはまるタイプのものばかりではない 46）。前述したように，貸し借りの関係を，将
来の見返りや他の市場における見返りも含むとする解釈で対処してきた。
　入札談合は，受注予定者の決定という側面に加えて，受注予定者が受注できるように
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入札価格を調整するという側面を有している。米国反トラスト法上，入札談合は，価格
カルテルの一種として捉えられ，価格カルテルよりも競争制限性が強いと解されてい
る。それは，価格カルテルでは，カルテル参加者が取り決めた価格を下回る価格での「抜
け駆け」の有無が分かりにくいことから，常に監視しておく必要があるのに対して，入
札談合の場合には受注予定者は話し合いで決定され，「抜け駆け」があればすぐに判明
するからである 47）。わが国においても，米国反トラスト法と同様に，価格カルテルと
同じ性格を有するとの指摘も少なくない 48）。このように捉えれば，前述したような貸
し借りの関係を相互拘束と捉えることにともなう桎梏から解放される。冒頭に指摘した
ように，多摩談合事件最高裁判決は，本件のような入札談合における基本合意は，入札
価格の自由な意思決定を制約するという意味において参加者の事業活動を事実上拘束す
る結果となるから，「その事業活動を拘束し」の要件を充足すると判示した。
　本件審決の「貸し借り関係」的構成を避けて，参加者の入札価格の自由な価格設定に
対する制限が「事業活動の拘束」に該当すると判示したことには，本稿で述べてきたよ
うな従来の貸し借り関係的構成を避けて，入札談合を価格カルテルと同じように捉えれ
ばよいとの考えを示したように思われる。このように捉えれば，四国ロードサービス事
件のような入札談合についても，参加者全員が入札価格の自由な決定を制限されている
のであるから事業活動を拘束されていることになる。
Ⅳ　競争制限効果の判断
1．反トラスト法における競争制限効果の判断
　わが国において不当な取引制限の解釈を論じる際，米国反トラスト法における当然違
法の原則が比較参照されることが多い。そこで，反トラスト法における競争制限効果の
立証に関する原則ないし基準について簡単に見ておくことにする。
　米国反トラスト法においては，競争制限効果の立証についての原則ないし基準とし
て，当然違法と合理の原則があり，前述したように，価格カルテルや入札談合は当然違
法として扱われ，合意の存在，合意の内容が取引をあからさまに制限するものであるこ
とが立証されれば，競争への影響を検討することなく違法とされる。わが国においても
価格カルテルや入札談合について，同様に扱うのが望ましいと考えられる。多摩談合事
件最高裁判決は，入札談合等のハードコア・カルテルについて立証責任を緩和して，「当
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然違法的な処理」をする道を切り開いたとして評価する見解もある 49）。
　米国反トラスト法における当然違法・合理の原則は，競争制限効果の認定にあたって，
誰が，何を，どこまで立証しなければならないかについての基準である。米国反トラス
ト法において当然違法の原則が用いられるようになったのは，競争制限の目的・効果し
かもたないことが経験的にみて明かな行為について，市場画定や正当化事由の検討を不
要とすることで，紛争解決に伴うコストを削減することが可能となるとの理由からであ
る 50）。
　反トラスト法上，共同行為の競争制限効果の判断・認定は，当然違法と合理の原則の
二分法ではなく，両極の間にバリエーションがある。明確に区分することは難しいとい
われているが，ここでは，「当然違法」，「クイック・ルック」，「簡略化された合理の原則」
および「完全な合理の原則」に分類しておく 51）。
　⑴　当然違法の原則は，行為の目的や市場への影響を考慮することなく違法と認定す
るもので，取引に対するあからさまな制限（naked restraint）であって競争を制限する以
外の目的を有しない行為についてのみ適用される 52）。
　⑵　「クイック・ルック（Quick look）」は，取引制限行為が，価格の引上げ又は供給
量の削減といった明白な反競争効果を有しているが，何らかの競争促進効果も有り得る
ことから，当然違法として扱うことが適当でないが，といって合理の原則を適用するほ
どのこともない場合に適用される。
　クイック・ルックが適用された代表的な事例に，NCAA v. Board of Regents 事件があ
る 53）。本件の被告 NCAA（National Collegiate Athletic Association：全米大学競技連盟）は，
加盟大学がテレビ局とフットボールの放映契約をする際の放映権料の金額や放映の回数
等について取り決めた。この決定がシャーマン法 1条に違反するかが問われた。価格や
供給量を制限していることから当然違法に該当しそうであるが，本件の決定には一定の
競争促進効果ないし正当化事由が考えられるので，それらについて検討する必要がある
ことから当然違法とはされなかった。本件において，NCAA は，競争制限効果の認定に
ついて，原告は，NCAA が市場支配力を有していることを立証していないと主張した。
これに対して，連邦最高裁は，NCAA の主張を斥け，原告は，被告が市場支配力を有し
ていることを立証する必要はない，なぜなら NCAA が行った取引制限は，あからさま
な制限（naked restraint）であり，競争を制限するおそれがあるからである。そして「法
律問題として，市場支配力の存在が立証されてないからといって，価格や数量に対する
あからさまな制限が正当化されるものではない。逆に，価格や数量について競争しない
との合意が認められれば，当該合意の競争制限性について，詳細な市場分析は必要ない」
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と 54）。
　⑶　「簡略化された合理の原則（truncated rule of reason）」は，取引制限がもたらす競
争制限効果（actual detriment effects）─例えば供給量の削減─を直接証拠によって証
明できる場合には，市場を画定して市場支配力の有無について検討する必要はないとす
るものである。
　この原則が適用されたのが，FTC v. Indiana Federation of Dentists 事件である 55）。こ
の事件は，歯科医保険を扱う保険会社が，インディアナ歯科医師会の加盟歯科医師に対
して X 線写真の提供を請求したのに対して，同歯科医師会が加盟歯科医師に提供を拒
絶するようにさせた行為が FTC 法 5条違反となるかが争われた。本件歯科医師会の行
為は，いわゆる共同ボイコットであるが，当然違法とされる共同ボイコットは市場支配
力を有する事業者によるものである必要があるが，本件はそれにあたらないこと，ま
た，専門職業団体が取り決めた規則であること，行為の経済的影響が明白とはいえない
こと，これらの理由から当然違法ではなく，合理の原則が適用された 56）。本件におい
て FTC は，インディアナ州の 2つの地域において，当該地域の歯科医師のうちの大多
数が被告歯科医師会の会員であること，被告の決定によってこれらの地域において保
険会社は何年もの間 X 線写真の提供を受けることができなかったことを認定している。
被告歯科医師会は，FTC は市場を画定して，市場支配力の有無を検討することなく違
法としたのは誤りであると主張した。これに対して，連邦最高裁は，「市場の画定や市
場支配力を検討する目的は，行為が競争制限効果を有するか否かを判定することにある
ことからすれば，供給量の制限等，競争制限効果が生じることが証明されていれば，市
場支配力の検討は必要ない。市場支配力の検討は競争制限効果が認められないときにそ
れに代えて行うにすぎないのだから。」と 57）。
　競争制限効果が直接証拠によって証明できない場合には，それに代えて市場支配力分
析を行うことになる。この場合の市場の画定と市場支配力分析も，つぎに述べる完全な
合理の原則におけるように厳密なものである必要なく，取引制限行為が競争制限効果を
有することがわかる程度の分析があればよいと考えられている 58）。
　⑷　「完全な合理の原則（full rule of reason）」が適用される場合には，市場を画定して
市場支配力の有無を検討する。市場の画定を，独占行為や企業結合と同じように行い，
市場支配力の形成，強化，維持又はその行使の促進の有無を検討する。その際，市場シェ
ア，市場集中度，新規参入や競業者の生産拡大に対する障壁等が考慮される 59）。さらに，
効率向上等の競争促進効果や正当化事由が考慮されるが，本稿の課題と関係がないので
省略する。
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2 ．わが国独禁法における競争制限効果の判断・認定
　競争制限効果について，独禁法 2条 6項の規定は，共同行為により，「一定の取引分
野における競争を実質的に制限すること」と定めているから，米国反トラスト法にいう
当然違法を適用することはできないと考えられるが，前述したように，共同行為をハー
ドコア・カルテルと非ハードコア・カルテルに分類する趣旨は，わが国でも生かすべき
である。それは，わが国においても価格カルテルや入札談合が，経験則として，反競争
効果を埋め合わせるに足る競争促進効果や正当化事由が認められることはほとんどない
と考えられるからである。そうであるにもかかわらず一定の取引分野の画定や競争制限
効果について詳細な検討を行うことは，違反事件の処理や裁判に不必要なコストを費や
すことになる。したがって，ハードコア・カルテルに該当する価格カルテルや入札談合
の競争制限効果の判断・認定を，非ハードコア・カルテルとは異なる基準を用いて行う
ことが許容されるべきであり，これまでもそのような取り扱いがなされてきた。わが国
では， 2条 6項の規定が一定の取引分野における競争を実質的に制限することと定めて
いることから，米国反トラスト法における当然違法の取扱いはできないが，反トラスト
法におけるクイック・ルックあるいは簡略化された合理の原則に近い認定基準をとるこ
とは可能と考えられる 60）。
　不当な取引制限として問題となる合意の内容は，価格カルテルであれ入札談合であ
れ，抽象的なものでよいとされている。しかし，当該合意内容を実施したら競争制限効
果が発生するものでなければならない。入札談合の場合には，受注予定者を選定する
ルールを定めるのが一般的であるが，例えば，協和エクシオ事件では，「個別物件ごと
に話し合いによって受注予定者を決める」との抽象的な内容の合意でよいとされてい
る 61）。それが実施されれば，競争によらずに受注予定者および受注価格が決められる
ことが明白だからである。また，不当な取引制限の成立時期は，石油カルテル（価格協定）
刑事事件・最判昭 59・ 2 ・24 によって，合意時とされている 62）。言い換えれば，合意
が成立した時点において，取り決めたことを実施したら競争制限が生じると予測できる
ものでなければならない。というよりも，そのようなもので足りると解される。このよ
うな理解を前提に，多摩談合事件最高裁判決が一定の取引分野における競争の実質的制
限の要件について，どのような判断を示したかを確かめることにしよう。
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3 ．最高裁判決とその評価
⑴　判 示 内 容
　多摩談合事件最高裁判決は，「一定の取引分野における競争の実質的制限」について
つぎのように判示する。すなわち，独禁法が「公正かつ自由な競争を促進することなど
により，一般消費者の利益を確保するとともに，国民経済の民主的で健全な発達を促進
することを目的としていること（ 1条）等に鑑みると，法 2条 6項にいう「一定の取引
分野における競争を実質的に制限する」とは，当該取引に係る市場が有する競争機能を
損なうことをいい，本件基本合意のような一定の入札市場における受注調整の基本的な
方法や手順等を取り決める行為によって競争制限が行われる場合には，当該取決めに
よって，その当事者である事業者らがその意思で当該入札市場における落札者及び落札
価格をある程度自由に左右することができる状態をもたらすことをいうものと解され
る。」と判示する（下線は筆者［金井］が付した。）。
　判決が，一定の取引分野における競争の実質的制限について，わざわざ「当該取引に
係る市場が有する競争機能を損なうこと」をいうと判示したのは，本件の原審判決が，
「一定の取引分野における競争の実質的制限」の「競争」を， 2条 4項の競争の定義規
定に基づいて，二以上の事業者間での自由で自主的な競い合い行為と捉え，「競争の実
質的制限」をかかる自由で自主的な競い合い行為を停止あるいは排除することによっ
て，特定の事業者が価格等を左右することができる状態に至っていることと判示してい
たためである。最高裁判決は， 2条 4項の規定を引用することなく，一定の取引分野に
おける競争の実質的制限を「当該取引に係る市場が有する競争機能を損なうこと」と判
示したのは，競争の実質的制限を，個々の競い合い行為がなくなることではなく，それ
らの競い合い行為の集合体が，全体として有する機能の発揮を妨げることと解したもの
で，これまでの判例・学説における理解を確認したものである 63）。
　つぎに，判決は，入札談合の場合の競争の実質的制限について，「その当事者である
事業者らがその意思で当該入札市場における落札者及び落札価格をある程度自由に左右
することができる状態をもたらすこと」をいうとする。この判示内容は，競争の実質的
制限の意義について，先例である東宝・新東宝事件東京高判昭 28・12・ 7 が「競争自
体が減少して，特定の事業者又は事業者集団がその意思で，ある程度自由に，価格，品
質，数量，その他各般の条件を左右することによつて，市場を支配することができる状
態をもたらすことをいう」と判示していたのを入札談合に即して言い換えたもので，同
入札談合の不当な取引制限該当性
17第 10 巻第 4号（2014）
じ内容を述べたものであろう 64）。
　競争の実質的制限の意義およびその判断について，最高裁は，排除型私的独占が問題
となった NTT 東日本事件において，「市場支配力の形成，維持ないし強化」と述べてい
る。これに対して，多摩談合事件最高裁判決は「市場支配力」概念を用いていない。こ
の点について，越知教授は次のように述べる。すなわち，「多摩談合事件最高裁判決は，
ハードコア・カルテルでは，市場支配力の有無を立証することなく競争の実質的制限が
認定できるような定義を構築したように見える。すなわち，価格を自由にコントロール
できることは基本合意に拘束力のある範囲で市場を画定すれば，市場支配力というもの
が形成されたかを別個に立証することなく競争の実質的制限が発生するという考え方を
採用していると考えることができる」65）と。前述したように，米国反トラスト法にお
いて，当然違法ないし簡略化された合理の原則が適用されるときには，市場支配力分析
は不要とされている。シャーマン法 2条による独占行為規制や，クレイトン法 7条によ
る企業結合規制が市場支配力分析を要求するのとは異なっている 66）。越知教授は，ハー
ドコア・カルテルの場合には，私的独占や企業結合の場合のような市場支配力分析は必
要ないとする点で，異なる取扱いをすべきとする。その趣旨には賛成である。もっとも，
多摩談合事件最高裁判決が，そのような趣旨で市場支配力概念を用いなかったのかにつ
いては，判決文の表現からは定かでない。
⑵　一定の取引分野の画定
　独禁法 2条 6項の規定は，「一定の取引分野における競争を実質的に制限すること」
と定めている。法文上，市場の画定が必要とされている。また，一定の取引分野におけ
る競争の実質的制限は，不当な取引制限だけでなく私的独占や企業結合についても定め
られているから，同じように解釈して，同じように判断・認定すべきなのかもしれない。
　先に見たように，米国反トラスト法においては，合意の内容や取引制限の性質から競
争制限効果が明白な行為については，当然違法の取り扱いがなされる。また，価格の維
持・引上げや数量の削減等の競争制限効果を，直接証拠によって証明できれば，市場を
画定して市場支配力分析は行わなくてもよいとされている。クイック・ルックないし簡
略化された合理の原則とよばれる認定基準である。米国においてこのような原則・基準
が用いられているのは，一定の行為について競争制限効果が明白な場合に，その都度市
場を画定し市場支配力分析を行うことは，それに伴う紛争解決コストをいたずらに増や
すだけであって，それを回避しようとするものである。ただし，行為によっては，競争
促進効果や正当化事由を有している場合もあるから，その場合には市場を画定して市場
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支配力の有無を検討するという考え方を基礎にしている。先に取り上げた米国の FTC v. 
Indiana Federation of Dentists 事件において連邦最高裁が述べているように，市場を画
定し市場支配力の有無を検討するのは，価格引上げや数量削減といった競争制限効果を
直接証拠によって証明できない場合の「代替手段」であるという点が重要である。
　独禁法 2条 6項の規定は，「一定の取引分野における競争を実質的に制限すること」
と定めている。法文上，一定の取引分野の認定が必要とされている。「論理的には」，一
定の取引分野の認定は，競争の実質的制限の有無を判断するための前提と考えられる。
　これまで不当な取引制限事件における一定の取引分野の画定については，「取引の対
象・地域・態様等に応じて，違反者のした共同行為が対象としている取引及びそれによ
り影響を受ける範囲を検討し，その競争が実質的に制限される範囲を画定して「一定の
取引分野」を画定するのが相当である」とされてきた（シール談合刑事事件東京高判平 5・
12・14 67）及び旭砿末事件東京高判昭 61・ 6 ・13 68））。価格カルテルや入札談合が行われる
場合，通常は，価格の決定や受注予定者・受注価格の決定が実効性をもたないことがあ
り得ないことから，合意が制限しようとしている取引および当該取引に係る市場をもっ
て一定の取引分野とされてきた。企業結合の場合のように，商品と地域のそれぞれにつ
いて，需要の代替性・供給の代替性等を考慮して，厳密に一定の取引分野の範囲を画定
することは行われていないし，それでよいとされてきた。
　本件審決は，本件の一定の取引分野を「A ランク以上の土木工事で，本件 33 社及び
その他 47 社のうちの複数の者又はこれらのいずれかの者をメインとする複数の JV を
入札参加業者又は入札参加 JV の全部又は一部とするもの」（以下「公社発注の特定土木工
事」という。）と認定した。本件基本合意が対象とした工事に着目して，その範囲を画定
したのであろう 69）。この点については，本件の他の東京高裁事件においても争われて
はいない。これに対して，本件最高裁判決は，本件審決が認定した一定の取引分野の範
囲を見直し，公社発注の特定土木工事を含む A ランク以上の土木工事と，より広い範
囲に画定し直している。その趣旨は，判決文からはよく分からない。古田調査官解説に
よると，従来から採られてきた，合意が対象としている「取引」＝「競争が実質的に制
限される範囲」をもって「一定の取引分野」を画定するという考え方は，「本来，『一定
の取引分野』の画定が，当該市場において競争が実質的に制限されているか否かを判定
するための前提として行われるものであることからすると，論理が逆であると考えられ
ることから，本判決は，このような考え方を一般的な考え方としては採用せず，『公社
発注の特定土木工事』（本件審決が本件基本合意の対象市場と認定した市場）よりも一般的
かつ客観的な市場である『A ランク以上の土木工事』をもって，本件における『一定の
入札談合の不当な取引制限該当性
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取引分野』と画定したものと考えられる。」（下線は筆者［金井］が付した。）と述べている。
　ここでは，つぎの点を指摘しておきたい。すなわち，前述したように，独禁法 2条 6
項の規定は，「一定の取引分野における競争を実質的に制限すること」と定めているか
ら，論理的には，競争の実質的制限を判断する前提として一定の取引分野の範囲が画定
されていなければならず，その範囲は，一般的・客観的に画定されていなければならな
いということになりそうである。繰り返しになるが，米国反トラスト法におけるクイッ
ク・ルックや簡略化された合理の原則についてみたように，競争制限効果の判断・認定
を行うことが目的であって，市場を画定して市場支配力分析を行うことが目的ではな
い。市場の画定と市場支配力分析は，競争制限効果を判断・認定するための「代替手
段」にすぎない。市場を画定せずとも競争制限効果を認定できる場合はあり得るのであ
る 70）。
　もっとも，独禁法 2条 6項の規定は，「一定の取引分野」と画定を要求しているよう
に読めるから，やはり一定の取引分野の画定は必要であるとの解釈も根強く存在しよ
う。本判決もそのような立場をとっていると解するのが素直な解釈であろう。しかし，
ハードコア・カルテルの場合に，一定の取引分野の範囲を一般的・客観的に画定する作
業を行うことは，それらの行為が有する競争制限的性質からして，事件処理・紛争解決
に伴うコストを無用に増大させることになり，適当とは考えられない。一定の取引分野
の範囲の画定，競争の実質的制限の判断・認定については，ハードコア・カルテルと私
的独占・企業結合とは異なった取扱いがなされてしかるべきである。価格カルテルや入
札談合の場合には，前述したように，合意時に，合意が競争制限効果をもたらすもので
あるか否かを認定する基準として，合意参加者の数・市場シェアが用いられ，参加者数
ないし市場シェアの合計が相当程度に至っていれば，潜在的に競争制限効果が認められ
るとの考え方がとられている。参加者の数ないし市場シェアの全体に占める割合を算定
するには，その限度で市場の範囲を画定する必要がある。その範囲は，合意が対象とし
ている商品・役務の取引に即して画定することになろう。つまり，この程度，すなわち
合意の実効性を裏付けるに必要な限度で市場の範囲を画定すれば足りると解すべきであ
る。
⑶　競争の実質的制限の意義と認定
　これまで，「一定の取引分野における競争の実質的制限」というためには，「一定の取
引分野における競争を完全に排除し，価格等を完全に支配することまで必要なく」（モ
ディファイアーカルテル事件東京高判平 22・12・10 71）），「競争自体が減少して，特定の事業
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者又は事業者集団がその意思で，ある程度自由に，価格，品質，数量，その他各般の条
件と左右することによって，市場を支配することができる状態をもたらすこと」（東宝・
新東宝事件・東京高判昭 28・12・7 72））で足りると解されている。
　「市場を支配することができる状態」は，どのような事実から認定されるか。価格カ
ルテルの場合には，石油カルテル（価格協定）刑事事件・最判昭 59・ 2 ・24 73）が合意
時に不当な取引制限が成立するとした。この判示については，「合意の内容が実施され
れば，競争の実質的制限が顕在化することは明らかであるが，相当の市場占拠率を占め
る事業者が共同して価格協定を結べば，そのこと自体により，潜在的には競争の実質的
制限が生じているとみうることは，合意時説の指摘するとおりと思われ，かかる事態が
生じたときは，可及的速やかに右競争制限を排除し，競争の自由を回復させるのが，独
禁法の精神に忠実な解釈であると思われる」と解され 74），実務上も，共同行為の参加
者の市場シェアの合計が相当程度に高い場合に，競争の実質的制限が認められている。
これに対して，価格カルテルの参加者の市場シェアの合計が相当程度に至ってない場合
には，市場シェア以外の事情を考慮して競争の実質的制限が認定されている。例えば，
価格カルテルの参加者の市場シェアの合計が，50％程度であった中央食品事件勧告審決
昭 43・11・29 75）においては，カルテルに参加していないアウトサイダーがどのような
行動をとるかが考慮されている。この事件においては，カルテルに参加しなかった事業
者はいずれも零細事業者で，生産規模を拡大して供給量を増やすことが困難であり，価
格を据え置いたり引き下げたりする競争行動をとることが期待できないとの事情が考慮
されている。このように，共同行為の参加者の合計シェァが低い場合には，共同行為そ
れ自体からではなく，アウトサイダーの行動等の事情を考慮して競争の実質的制限が認
定されている 76）。
　入札談合の場合に，競争の実質的制限は，どのような事実から認定されるのか。多摩
談合（松村組）事件・東京高判平 21・12・18 77）は，競争の実質的制限の意義を，上記
の東宝・新東宝事件・東京高判のように解した上で，そのような状態がもたらされるか
否かは，基本合意の当事者及び基本合意への協力が一般的に見込まれる者（協力者）の
数，その当該市場における全事業者の数に占める割合等を考慮して判断するが，市場に
おいて，基本合意の当事者及び協力者以外の者（アウトサイダー）が多いなどの場合には，
アウトサイダーの入札行動等も，上記の判断に当たって勘案する必要があり得ると述べ
る。上述した価格カルテルの場合と基本的に同じような判断枠組みをとっているように
思われる。
　多摩談合事件最高裁判決は，先述したように，独禁法 2条 6項にいう「一定の取引分
入札談合の不当な取引制限該当性
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野における競争を実質的に制限する」とは，……当該取引に係る市場が有する競争機能
を損なうことをいい，本件基本合意のような一定の入札市場における受注調整の基本的
な方法や手順等を取り決める行為によって競争制限が行われる場合には，当該取決めに
よって，その当事者である事業者らがその意思で当該入札市場における落札者及び落札
価格をある程度自由に左右することができる状態をもたらすことをいうものと解され
る。」と判示する（下線は筆者［金井］が付した。）。東宝・新東宝事件・東京高裁判決の「競
争自体が減少して，特定の事業者又は事業者集団がその意思で，ある程度自由に，価
格，品質，数量，その他各般の条件と左右することによって，市場を支配することがで
きる状態をもたらすこと」（東宝・新東宝事件・東京高判昭 28・12・7 高民集 6巻 13 号 868 頁）
との解釈を述べることなく，入札談合に即して「当事者である事業者らがその意思で当
該入札市場における落札者及び落札価格をある程度自由に左右することができる状態を
もたらすこと」とのみ判示する。基本的な考え方に違いはないように思われるが，最高
裁は，入札談合の場合に妥当する解釈を述べれば足り余計な解釈を排除する趣旨で簡潔
に述べたのであろう。
　その上で，最高裁のいう上記の状態がもたらされるか否かを，どのような事情を考
慮して判断・認定するとしているか。判決は，つぎのように認定している。すなわち，
「本件基本合意の当事者及びその対象となった工事の規模，内容や，……公社では，予
定価格が 500 万円以上の工事の発注について工事希望型指名競争入札と称する方式を採
用し，規模の大きい工事や高度な施工技術が求められる工事については，入札参加希望
者の中から原則として格付順位の上位の者が優先して指名業者に選定されていたため
その上位に格付けされていたゼネコンが指名業者に選定されることが多かったことか
ら，A ランク以上の土木工事については，入札参加を希望する事業者ランクが A の事
業者の中でも，本件 33 社及びその他 47 社が指名業者に選定される可能性が高かったも
のと認められることに加え，本件基本合意に基づく個別の受注調整においては，……そ
の他 47 社からの協力が一般的に期待でき，地元業者の協力又は競争回避行動も相応に
期待できる状況の下にあったものと認められることなども併せ考慮すれば，本件基本合
意は，それによって上記の状態をもたらし得るものであったということができる。しか
も，……本件対象期間中に発注された公社発注の特定土木工事のうち相当数の工事にお
いて本件基本合意に基づく個別の受注調整が現に行われ，そのほとんど全ての工事にお
いて受注予定者とされた者又は JV が落札し，その大部分における落札率も 97％を超え
る極めて高いものであったことからすると，本件基本合意は，本件対象期間中，公社発
注の特定土木工事を含む A ランク以上の土木工事に係る入札市場の相当部分において，
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事実上の拘束力をもって有効に機能し，上記の状態をもたらしていたものということが
できる。そうすると，本件基本合意は，法 2条 6項にいう『一定の取引分野における競
争を実質的に制限する』の要件を充足するものというべきである。」（下線は，筆者［金井］
が付した。）。
　上記の競争の実質的制限の認定に係る判示部分は，「しかも」の前と後とに分けるこ
とができる。前半部分は，合意時の諸事情から，本件基本合意が潜在的に競争制限効果
をもたらし得ると認定しているのに対して，後半部分は，合意実施後に個別入札におい
て受注調整が行われた事実から，実際に競争の実質的制限をもたらしていたと認定して
いる。合意時と合意実施後の事実を考慮して競争の実質的制限を認定している。
　本件最高裁判決が，石油カルテル（価格協定）刑事事件最高裁判決と同様に合意時説
をとっていると考えれば，合意時に，どのような事実があれば潜在的な競争制限効果が
認められるかについて，合意の参加者の市場シェア，入札談合の場合には入札に参加す
る事業者の数とその割合を考慮して判断することになろう 78）。しかし，本件基本合意
の参加者数の市場全体に事業者数に占める割合は高くない。このためアウトサイダーの
数やそれらの事業者の行動が考慮されている。前記判決箇所の前半部分が，他のゼネコ
ン協力と地元業者の協力又競争回避行動について触れているのは，アウトサイダーにつ
いて考慮していることを示している。アウトサイダーの行動は，通常は，合意後に，個
別入札における受注調整の過程から明らかになるのであろう。しかし，本件の場合に
は，本件基本合意が成立したとされる平成 9年 10 月以前から，多摩地区に営業所を置
くゼネコン各社の間で，受注予定者の選定について話し合う組織を設けるなどして，相
当長期にわたって，競争回避行動をとることの共通の認識が形成されていたことから，
本件合意時にアウトサイダーであるその他のゼネコン各社と地元業者が，本件基本合意
に従って決められた受注予定者が落札できるように協力ないし競争回避行動をとること
を「相応に期待できる状況の下にあった」とされている。この認定は，合意後の事実と
いうよりも，本件基本合意の時に，アウトサイダーがそのような行動をとることを想定
して，本件基本合意が「当事者である事業者らがその意思で当該入札市場における落札
者及び落札価格をある程度自由に左右することができる状態」を「もたらし得るもので
あった」と認定したものと解される 79）。多摩談合事件最高裁判決は，このような事実，
すなわち合意時に，合意参加者の数と全事業者数に占める割合，アウトサイダーの協力
ないし競争回避行動を予測できることから潜在的な競争制限効果を認めている。これで
「競争の実質的制限」の要件を充足するものと考えられる。最高裁判決は，「しかも」に
続けて本件基本合意実施後の事実を認定している。これらの事実は，本件基本合意が実
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効性をもって機能していたことを示す事実であるが，基本合意が実施されて競争制限効
果が顕在化したことを示す事実であり，本件基本合意が「競争の実質的制限」に該当す
ることを，いわば補強する事実と見ることができる。
Ⅴ　結 語
　本稿では，多摩談合（新井組）事件最高裁判決を検討し，入札談合の不当な取引制限
該当性について考察した。
　取引の制限（「事業活動の拘束」）を不当な取引制限の要件と捉えないのが支配的な見解
である。おそらく，「相互に事業活動を拘束し」として，拘束の相互性や共通性といった，
米国反トラスト法や EU 競争法では要件とされていない論点について，無益とも思われ
る議論を回避しようとの考えからであろう。また，カルテルや入札談合を違反事件とし
て取り上げるのが公取委のみという日本では，取引の制限（「事業活動の拘束」）が問題と
なることはほとんどない。しかし，そうではあっても，本稿で検討したように，共同行
為による制限が「取引」ないし「事業活動」であってはじめて不当な取引制限に該当す
る。さらに，制限される取引ないし事業活動が，価格・数量等を制限するものか否かを，
この要件に即して検討することが必要だと思われる。そのことが，ハードコア・カルテ
ルと非ハードコア・カルテルを区別する趣旨を生かすことになる。
　独禁法 2条 6項の規定は，「一定の取引分野における競争の実質的制限」を不当な取
引制限の成立要件としているから，米国反トラスト法における当然違法と同じ扱いをす
ることはできないが，当該要件の解釈に，米国において唱えられるようになったクイッ
ク・ルックや簡略化された合理の原則を参考に，私的独占や企業結合の場合とは異なる
解釈をとることは，可能であるし，望ましいと考える。価格カルテルや入札談合の場合
の一定の取引分野の判断・認定については，これまでと同様に，合意の内容が実効性を
有することを示すに足る事実として，合意の参加者の数・市場シェア，それらの全体に
占める割合，その割合が低い場合にはアウトサイダーの行動を考慮して判断すればよい
と考えられる。
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●Summary
This article examines the Supreme Court’s decision in the Tama area bid rigging case, in 
which the Court interpreted the requirements of “restraint of trade” in Article 2 (6) of the 
Antimonopoly Act.
This decision is signiﬁcant in a number of respects. It deﬁnes restriction of commerce (or 
“business activities”) as an essential element of “restraint of trade.” It also interprets bid rigging 
as a species of price-ﬁxing because bid rigging restricts the prices tendered by participants. 
Moreover, it provides an extensive discussion of the meaning of “substantial restraint of 
competition.”
Bid rigging is presumed to have an anticompetitive effect when the sum of a participant’s 
market share reaches a substantial level. Under such circumstances, no analysis of market 
power is required. As a result, the legal understanding of bid rigging is equivalent to that of a 
price-ﬁxing agreement.
